競争参加資格確認資料（別紙様式第２）記載上の留意事項

Ⅰ　競争参加資格確認資料全般についての留意事項
１　技術資料の右上に業務名と会社名を記載すること。業務名は案件ごとに入札説明書等で指示する略称名称とすること。（例：○○市実施設計）

２　様式は例示であり、記載事項が多い場合は様式例を参考として適宜追加してよい。ただし、日本産業規格Ａ４縦書きで作成すること。

３　「３　保有する技術者の同種業務の実務経験」、「４　過去10年間の同種業務の実績」及び「５　業務の実施体制」における配置予定の技術者の実務経験については、業務が完了し、引渡しが済んでいるものに限り記載すること。

４　実務経験、手持ち業務等の欄における業務名は、都道府県名及び市町村名がわかるよう記載すること。

５　ページ番号を振ること。

Ⅱ　競争参加資格確認資料記載上の留意事項

１　建設コンサルタント（下水道部門）の登録状況
建設コンサルタント登録規程（昭和52年４月15日建設省告示第717号）における下水道部門の登録の状況を記載すること。（下水道部門以外の登録状況を記載しないこと。）

２　保有する技術者数の状況

専門分野（職種）は、「土木」、「建築」、「機械」、「電気」、「水質・その他」のいずれかに区分し、記載すること。
　専門分野（職種）の分類は、学校卒業（修了）時の学科等によることを基本とするが、明確な資格がある場合（例：文科系学部の卒業者が一級建築士の資格を有している場合、土木学科の卒業生が電気管理技術者の資格を有している場合等）は、その資格からみて妥当と思われる専門分野（職種）を記載することができる。
　技術士は、技術士法による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門（選択科目を「下水道」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「上下水道－下水道」とするものに限る。）とするものに合格し、同法による登録を受けている者をいい、各専門分野（職種）の技術者数の内数とすること。
　一級建築士は、建築士法による一級建築士の免許を受けた者をいい、建築の専門分野（職種）の技術者の内数とすること。
　１人の技術者が２以上の専門分野（職種）に従事する場合は、主たる専門分野（職種）にのみ記載し、重複記載はしないこと。

３　保有する技術者の同種業務の実務経験

　　必要とする専門分野（職種）ごと（土木・建築・機械・電気）に、７年以上の実務経験を有する技術者を２名以上保有し、かつ、そのうちの１名が過去３年間に３箇所以上の実務経験を有していなければならないことから、該当する技術者を記載すること。

　　　特に、注意を要する事項は、以下のとおりである。

1 ７年以上の実務経験及び過去３年間に３箇所以上の実務経験とは、管理技術者又は担当技術者として従事した入札説明書等で定義する実務経験をいい、補助者としての実務経験は含まない。

②　７年以上の実務経験は、新しいものから順に異なる年度で７件記載すること。

　　同一箇所における業務であっても履行期間が複数年度にわたる場合は、当該複数年度の実務経験とする。この場合その旨を明記すること。

　　現在勤務している会社での実務経験が７年に満たない場合であっても、以前に勤務した会社の実務経験を含めることも可能である。この場合、どの会社においての実務経験であるかを明記すること。

3 　過去３年間に３箇所以上の実務経験は、新しいものから順に３件記載すること。過去３年間とは前年度までの３年間をいう。（令和5年度の場合は、令和2年度から令和4年度までの実務経験をいう。）

過去３年以内の業務であれば同一年度で２件又は３件記載してもよいが、必ず異なる箇所における業務を記載すること。以下のケースでは、（　）内の取扱いとなる。

　　　　ａ）同一箇所の実施設計業務を２年間担当し、それを２箇所として記載

（ → 複数年度担当していても、同一箇所のため１箇所として取り扱う。）

    　　ｂ）同一人が、機械担当技術者として２箇所、電気担当技術者として１箇所の合計で３箇所として記載

　　　　　（ → 今回担当する専門分野（職種）における箇所のみ実務経験として取り扱う。つまり、専門分野（職種）ごとに３箇所以上の実務経験が必要である。）

４　過去10年間の同種業務の実績

過去10年間に、入札説明書等で定義する規模の業務の実績を有していなければならないことから、該当する実績をすべて（９件を限度）記載すること。過去10年間とは前年度までの10年間をいう。（令和5年度の場合は、平成25年度から令和4年度までの実績をいう。）ただし、会社としてこの実績がない場合であっても、配置予定の管理技術者が管理技術者としてこの実務経験を有する場合は、会社として実績があるものとみなす。

５　業務の実施体制

配置予定の管理技術者、担当技術者及び照査技術者は、以下の条件に該当する者でなければならない。ただし、照査技術者は管理技術者を、管理技術者は担当技術者を、担当技術者は照査技術者をそれぞれ兼ねることができない。

「過去５年間の同種業務の実務経験」及び「現在の手持ち業務」は、すべて記載すること。（ただし、「過去５年間の同種業務の実務経験」については９件を限度とする。）

1 管理技術者は、技術士（上下水道部門（選択科目を「下水道」とする者に限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を「上下水道―下水道」とするものに限る。）。以下同じ。）の資格を有する者であり、かつ、過去５年間に管理技術者又は担当技術者として、入札説明書等で定義する同種業務の実務経験を有する者であること。また、管理技術者が前年度に管理技術者として従事し完了した業務のうち、成績評定点が60点未満の業務がないこと。

2 　担当技術者（今回対象業務の必要職種ごとに配置）が、以下のア）又はイ）のいずれかに該当する者であること。

ア） 技術士の資格を有する者又は管理技術者、担当技術者若しくは照査技術者として、公募型競争入札方式等における担当技術職員の実務経験に係る運用基準（平成14年3月8日計設発第5号）（以下「運用基準」という。）で定める年数以上の入札説明書等で定義する業務（ただし、試験研究に関する調査を除く。）に係る実務経験を有する者（建築の職種にあっては、一級建築士の資格を有する者（ストックマネジメント業務は除く。）であり、かつ技術士の資格を有する者又は管理技術者、担当技術者若しくは照査技術者として運用基準で定める年数以上の入札説明書等で定義する業務（ただし、試験研究に関する調査を除く。）に係る実務経験者を有する者）であり、かつ過去５年間に管理技術者又は担当技術者として、入札説明書等で定義する業務（ただし、試験研究に関する調査を除く。）の実務経験を有する者であること。

イ） 入札説明書別紙により副担当技術者又は暫定担当技術者として配置することができることとされた者であること。

3 照査技術者は、必要とする専門分野（職種）ごとに、技術士の資格を有する者又は７年以上の入札説明書等で定義する業務の実務経験を有する者（建築の専門分野（職種）にあっては、一級建築士の資格を有する者であり、かつ７年以上の実務経験を有する者）であること。

4 管理技術者及び主な担当技術者については、管理技術者又は担当技術者としての手持ち業務（契約金額1,000万円以上）が、提出日現在で10件以下であること。ただし、主な担当技術者とは公告分2（7）⑤に掲載してある職種を担当する者をいう。
5 記載にあたり注意を要する事項は、以下のとおりである。
ａ）学歴欄は、専攻学科名、卒業（修了）又は中退の別まで必ず記載すること。
ｂ）職歴欄は、入社、退社について年月日、会社名を記載すること。
ｃ）技術士資格欄は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について記載すること。技術部門、選択科目等が記載されていない場合は、資格を有する者と認めない。
ｄ）その他資格等欄は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、地質調査技士等を記載すること。級や種別等がある場合については、必ずその区分を明記すること。記載がない場合は当該資格を有する者と認めない。
配置予定技術者の実務経験の実績が現在所属の会社での実績でない場合は必ず当時所属の会社名(出向の場合も同様とする。）を業務件名の下に明記すること。（実績として認めるのは、元請のみ。再委託などは実績として認めない。）

別紙様式第２
競争参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

日本下水道事業団契約職

　　　　○○○本部長　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年　　月　　日付で公告のありました下記業務に係る競争参加資格について確認されたく必要書類を添えて申請します。
なお、建設コンサルタント等の選定等に関する達（平成６年達第８号）第２条第1号の規定に該当する者であること及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。
記

　１　業　務　名

　２　 eq \o\ad(履行期限,　　　　　)　　　　　　　年　　月　　日

	受付No.
	＊
	公示No.
	

	担当者所属・氏名
	
	T E L

F A X
	



競争参加資格確認申請書受付票


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本下水道事業団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○総合事務所　契約課

	公示No.
	

	業　務　名
	

	提出会社名
	


· は事業団で記入しますので空欄で提出して下さい。

競争参加資格確認資料

１　建設コンサルタント（下水道部門）の登録状況

	登　録　番　号
	登　録　年　月　日

	　番　号
	年　　月　　日


２　保有する技術者数の状況

	専門分野（職種）
	技術者数
	うち国家資格を有する技術者数

	土　　　木
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

	建　　　築
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

一級建築士　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 名

	機　　　械
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

	電　　　気
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

	水質・その他
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

	合　　　計
	名
	技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））       名

一級建築士　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 名



	業務名
	

	会社名
	


３　保有する技術者の同種業務の実務経験

	土木
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）
【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	建築
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）
【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）





	業務名
	

	会社名
	


	機械
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）
【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	電気
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）


	
	氏　　名
	

	
	【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）
【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】

（年度）　　　　　　　　　　（業務名）　　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）





	業務名
	

	会社名
	


４　過去10年間の同種業務の実績

	業務分類
	
	
	

	業　　務　　名
	
	
	

	対象施設等規模

及び種類
	
	
	

	発  注  者  名

所　　在　　地
	
	
	

	契約金額
	￥
	￥
	￥

	履行期間
	自
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	
	至
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日

	業務の概要
	
	
	

	技術的特徴
	
	
	



	業務名
	

	会社名
	


５　業務の実施体制

　(1) 管理技術者

	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	専門分野（職種）
	

	学歴
	（学校・学科）

（卒業年月日）


	実務経験年数
	

	
	
	職歴
	

	技術士

資格
	（技術部門）

（ eq \o\ad(選択科目,　　　　　)）

（ eq \o\ad(登録番号,　　　　　)）

（登録年月日）
	その他

資格等
	

	過去

５年間の

同種業務

の実務経験
	【過去５年間の管理技術者又は担当技術者としての同種業務の実務経験】

（年度）　　　　（業務名）　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）

	現在の

手持ち

業務

（契約金額1,000万円以上）
	【現在の管理技術者又は担当技術者としての手持ち業務】
（履行期限）　　　（業務名）　　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）




	業務名
	

	会社名
	


　(2) 担当技術者
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	専門分野（職種）
	

	学歴
	（学校・学科）
（卒業年月日）

	実務経験年数
	

	
	
	職歴
	

	技術士
資格
	（技術部門）
（ eq \o\ad(選択科目,　　　　　)）
（ eq \o\ad(登録番号,　　　　　)）
（登録年月日）
	その他
資格等
	

	過去の
実務経験
	【運用基準で定める年数以上の管理技術者、担当技術者又は照査技術者としての実務経験】
（年度）　　　　（業務名）　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）

	過去
５年間の
同種業務
の実務経験
	【過去５年間の管理技術者又は担当技術者としての同種業務の実務経験】
（年度）　　　　（業務名）　　　　　　　　（担当職務）　　（発注者）

	現在の
手持ち
業務
（契約金額1,000万円以上）
	【現在の管理技術者又は担当技術者としての手持ち業務】
（履行期限）　　　　（業務名）　　　　　　　　（担当職務）　（発注者）

	暫定担当技術者として従事した業務
	【暫定担当技術者として従事した業務】
（年度）　　（業務名）　　（担当職種）　　（業務の種別）　　



	業務名
	

	会社名
	


　(2)-2 暫定担当技術者
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	専門分野（職種）
	

	学歴
	（学校・学科）
（卒業年月日）

	実務経験年数
	

	
	
	職歴
	

	技術士
資格
	（技術部門）
（ eq \o\ad(選択科目,　　　　　)）
（ eq \o\ad(登録番号,　　　　　)）
（登録年月日）
	その他
資格等
	

	過去の
実務経験
	【運用基準で定める年数以上の下水道事業若しくは下水道類似施設における設計、調査若しくは耐震診断のいずれかの業務に携わった経験を有する者】
（年度）　　　　（業務名）　　　　　　　（担当職務） 　（発注者）


	J S 研 修
受講実績
（受講した年度を含む３年以内に限る）

	【ＪＳ研修「民間研修コンサルタント担当技術者養成コース」の受講実績】
（年度）　　　　　（修了職種）

	副担当者
として従事した業務
	【副担当者として３件以上従事した業務】
（年度）　　（業務名）　　（担当職種）　  （具体的な内容）


	暫定担当技術者として従事している業務
	【現在、暫定担当技術者として従事している業務】
（年度）　　（業務名）　　（担当職種）　　（業務の種別）　　



	業務名
	

	会社名
	


　(2)-3　副担当者
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	専門分野（職種）
	

	学歴
	（学校・学科）
（卒業年月日）

	実務経験年数
	

	
	
	職歴
	

	技術士
資格
	（技術部門）
（ eq \o\ad(選択科目,　　　　　)）
（ eq \o\ad(登録番号,　　　　　)）
（登録年月日）
	その他
資格等
	

	過去の
実務経験
	【運用基準で定める年数以上の下水道事業若しくは下水道類似施設における設計、調査若しくは耐震診断のいずれかの業務に携わった経験を有する者】
（年度）　　　（業務名）　　　　　　　（担当職務）    　（発注者）


	JS研修
受講実績
（受講した年度を含む３年以内に限る）

	【ＪＳ研修「民間研修コンサルタント担当技術者養成コース」の受講実績】
（年度）　　　　　（修了職種）




	業務名
	

	会社名
	


　(3) 照査技術者
	氏名
	
	生年月日
	

	所属・役職
	
	専門分野（職種）
	

	学歴
	（学校・学科）

（卒業年月日）


	実務経験年数
	

	
	
	職歴
	

	技術士

資格
	（技術部門）

（ eq \o\ad(選択科目,　　　　　)）

（ eq \o\ad(登録番号,　　　　　)）

（登録年月日）
	その他

資格等
	

	過去の

実務経験
	【７年以上の管理技術者、担当技術者又は照査技術者としての実務経験】

（年度）　　　（業務名）　　　　　　　（担当職務）　　　　（発注者）



受　付　印�
�
�
�






【 注 】１．技術士は、技術士法による第二次試験のうち技術部門を上下水道部門（選択科目を「下水道」とするものに限る。）


又は総合技術監理部門（選択科目を「上下水道－下水道」とするものに限る。）とするものに合格し、同法による登録を受けている者をいう。


　　　　２．一級建築士は、建築士法による一級建築士の免許を受けた者をいう。


　　　　３．１人の技術者が２以上の専門分野（職種）に従事する場合は、主たる専門分野（職種）にのみ記載し、重複記載


はしないこと。


４．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務につい


て、異なる年度で新しいものから順に７件（同一箇所でも可）記載すること。


　　　　２．【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務につい


て、新しいものから順に３箇所（同一箇所は不可）記載すること。


　　　　３．入札説明書等に記載された必要職種についてのみ記載すること。


４．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．【７年以上の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務につい


て、異なる年度で新しいものから順に７件（同一箇所でも可）記載すること。


　　　　２．【過去３年間の管理技術者又は担当技術者としての実務経験】は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務につい


て、新しいものから順に３箇所（同一箇所は不可）記載すること。


　　　　３．入札説明書等に記載された必要職種についてのみ記載すること。


４．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．「業務分類」は、以下のうち当該業務と同種の業務（案件ごとに入札説明書等で定義する業務）を記載すること。


①下水道計画設計業務　②下水道終末処理場実施設計業務（OD法及びPOD法を除く。）　③同（OD法及びPOD法に限る。）　④下水道


ポンプ場実施設計業務（汚水のみを除く。）　⑤同（汚水のみに限る。）　⑥下水道管渠実施設計業務（開削工法を除く。）　⑦同（開


削工法に限る。）　⑧下水道等終末処理場及びポンプ場耐震診断業務　⑨下水道等管渠耐震診断業務　⑩下水道等終末処理場及びポ


ンプ場再構築基本設計（実施計画）業務（改築診断、改築実施計画、劣化診断又は機能検査を含む。）　⑪下水道等管渠再構築基本


設計（実施計画）業務（改築診断、改築実施計画、劣化診断又は機能検査を含む。）　⑫その他


　　　２．「対象施設等規模及び種類」は、下記のとおりそれぞれ記載すること。


処理場の場合･･･全体計画日最大水量（㎥／日）及び処理方式


ポンプ場の場合･･･全体計画時間最大水量（㎥／秒）及び汚水・雨水・合流式の別


管渠の場合は内径（ｍｍ）及び延長（ｍ）及び工法


計画設計業務の場合は対象面積（ｈａ）又は行政人口（人）と汚水・雨水・合流式の別


　　　　３．「業務の概要」は、該当する業務分類の内容を明確に示すよう記載すること。


　　　　４．過去１０年間の同種業務の実績は、すべて（9件を限度）記載すること。（記載欄が足りない場合は、この様式を適宜追加し記載すること。


５．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．「実務経験年数」は、当該業務と同種の業務（案件ごとに入札説明書等で定義する業務）の実務


経験年数を記載すること。


　　　　２.「技術士資格」は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について記載すること。


３.「その他資格等」は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、地質調査技士等を記載すること。


４．同種業務の実績の記載にあたっては、処理方式等を明記すること。（処理場の場合･･･処理方式、ポンプ場の場合･･･汚水・雨水・合流式の別、管渠の場合･･･工法等、計画設計業務の場合･･･汚水・雨水・合流式の別）


５.「過去５年間の同種業務の実務経験」は、すべて（９件を限度）記載すること。


　　　　６．「現在の手持ち業務」は、提出日現在の契約金額1,000万円以上の業務についてすべて記載すること。


７．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。








【 注 】１．入札説明書等に記載する必要職種について、担当技術者ごとに作成すること。


２．「実務経験年数」は、当該業務と同種の業務（案件ごとに入札説明書等で定義する業務）の実務経験年数を記載すること。


　　　　３.「技術士資格」は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について記載すること。


４.「その他資格等」は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、地質調査技士等を記載すること。


５．「過去の実務経験」は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務について、異なる年度で新しいものから順に３件（同一箇所でも可）記載すること。


６．「過去５年間の同種業務の実務経験」は、すべて（９件を限度）記載すること。


　　　　７．「現在の手持ち業務」は、公告文に記載してある主な担当技術者について求めるものとし、提出日現在の1,000万円以上の業務についてすべて記載すること。


８．「暫定担当技術者として従事した業務」は、暫定担当技術者であった者を担当技術者として配置する場合に記載すること。


９．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。








【 注 】１．入札説明書等に記載された必要職種のうち、配置しようとする担当技術者ごとに作成すること。


　　　　２.「技術士資格」は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について記載


すること。


３.「その他資格等」は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））


以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、地質


調査技士等を記載すること。


４．「過去の実務経験」は、同種業務について、異なる個所で新しいものから順に３件以上記載すること。


５．ＪＳ研修「民間研修コンサルタント担当技術者養成コース（土木、建築、機械、電気）」において、


修了した職種の修了　証書（写）を添付すること。


６．「副担当者として従事した業務」に記載する業務は、当該担当職種の担当技術者の成績評定点が60点


以上であるものに限る。


７．「副担当者として従事した業務」に記載された業務について、担当業務に関する重要な打合せ（受注者、


ＪＳ及び委託団体との3者による協議等）に係る議事録（写）をすべて添付すること。


８．「（具体的な内容）」は、副担当者として従事した者の担当業務における業務内容について記載すること。


９．「（業務の種別）」は、計画設計業務、処理場若しくはポンプ場の実施設計、処理場若しくはポンプ場の


長寿命化業務又は処理場若しくはポンプ場の耐震診断業務のうち該当するものを記載すること。


１０．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．入札説明書等に記載された必要職種について、担当技術者ごとに作成すること。


　　　　２.「技術士資格」は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について


記載すること。


３.「その他資格等」は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））


以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、


地質調査技士等を記載すること。


４．「過去の実務経験」は、異なる年度で新しいものから順に３件（同一箇所でも可）記載すること。


５．ＪＳ研修「民間研修コンサルタント担当技術者養成コース（土木、建築、機械、電気）」において、修了した職種の修了証書（写）を添付すること。


６．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。





【 注 】１．入札説明書等に記載する必要職種について、照査技術者ごとに作成すること。


２．「実務経験年数」は、当該業務と同種の業務（案件ごとに入札説明書等で定義する業務）の実務経験年数を記載すること。


　　　　３.「技術士資格」は、上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道）について記載すること。


４.「その他資格等」は、技術士（上下水道部門（下水道）又は総合技術監理部門（上下水道－下水道））以外の技術部門）、一級建築士、下水道技術検定、RCCM （下水道部門）、建築設備士、測量士、地質調査技士等を記載すること。


５．「過去７年間の同種業務の実務経験」は、案件ごとに入札説明書等で定義する業務について、異なる年度で新しいものから順に７件（同一箇所でも可）記載すること。


６．用紙は日本産業規格Ａ４判縦とする。
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